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NEWS RELEASE                                

 
 

2021 年 9 月 14 日 

株式会社アイデム 
 

 

【地域別最低賃金最低賃金引き上げに関する企業アンケート】 

人件費を増やす予定の企業が 49.4％ 

引き上げに伴う給与の増加だけでなく、新規採用を増やす企業も 
 

総合人材情報サービスの株式会社アイデム（本社：新宿区新宿／代表取締役社長：椛山 亮）は、令和3年度「地

域別最低賃金」の引き上げに伴い、当社取引企業243社にアンケートを実施しましたので、結果をお知らせします。 

◆ 調査結果 

≪令和 3年度「地域別最低賃金の引き上げ」に伴い、人件費に関して対応策として検討していること≫ 

「増やす/拡大の予定」 49.4％、「何もしない」 33.7％、「減らす/縮小の予定」 16.9％ 

 

回答企業に、令和 3年度の「地域別最低賃金の引き上げ」に伴い、人件費

に関して対応策として検討していることを聞いた。 

 人件費の対応については、「減らす/縮小の予定」が 16.9％、「増やす/拡大

の予定」49.4％、「何もしない」33.7％だった。最低賃金の引き上げは人件費

に直接影響があるため、「増やす/拡大の予定」が高くなっていると思われ

る。 

 

≪人件費を増やす場合の具体的対応≫ 

「給与（基本給・諸手当）の増加」 70.8％ 

人件費を「増やす」と回答した企業に、具体的な内容を聞いた。 

1位は「給与（基本給・諸手当）の増加」で 70.8％だった。最低賃金の引き上げは従業員の賃金に直接影響

があるため、突出して高くなっている。2位は「新規採用の増加（中途・新卒・非正規）」41.7％となっている。 

 

 

 

 

≪人件費を減らす場合の具体的対応≫ 

「残業時間の削減」 63.4％、「労働時間の削減」 61.0％、「新規採用の抑制（中途・新卒・非正規）」 48.8％ 

人件費を「減らす」と回答した企業に、具体的な内容を聞いた。 

1位は「残業時間の削減」63.4％、「労働時間の削減」61.0％、「新規採用の抑制（中途・新卒・非正規）」
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［人件費を増やす］場合の具体的対応 （全体＝120）

報道関係各位  

「新 規 採 用 の増 加 」は以 下 の 3 項目 のいずれかを選 択 した企 業 の割 合  

「正 社 員（中途）採用 の増加 」25.8％   「非 正 規 採用 の増加 」21.0％  「新 卒 採 用 の増 加 」10.0％  
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48.8％となり、既存従業員の労働時間の調整を図る施策と採用抑制施策が上位に挙がった。次いで、「一時金

（賞与）の削減」34.1％、「福利厚生費の削減」29.3％と、賃金や待遇に関する施策が続いている。 

 

 

◆ 調査概要 

調査対象 当社取引企業 

調査方法 インターネット調査 

調査期間 2021 年 7 月 19 日～8月 22 日 

有効回答 243 社 

※調査結果は四捨五入のために合計が 100％にならない場合があります 

 

 

◆ 調査・分析担当者のコメント：アイデム  東日本事業本部  データリサーチチーム  古橋  孝美  

＜本件に関するお問い合わせ先＞ 株式会社アイデム 広報担当/望月・栗木 電話：03-5269-8780 
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［人件費を減らす］場合の具体的対応 （全体＝41）

回答企業の従業員規模 ％ n 

29 人以下 22.6 55  

30～99 人 28.0 68  

100～299 人 22.6 55  

300～999 人 15.6 38  

1000 人以上 11.1 27  

計 100.0 243 

＜株式会社アイデム 会社概要＞ 

アイデムは 1970 年の新聞折込求人紙に始まり、人に「はたらく」感動を、企業には「人材」という価値をつなぎ、地域が発展できる社会の実現

を目指してきました。求人サイト「イーアイデム」等の求人メディア、逆求人型新卒採用サイト「JOBRASS新卒」、採用ホームページ構築サービ

ス「Jobギア採促」、新卒・中途の人材紹介といった時代の変化にも対応した採用支援だけでなく、労働雇用状況や社会の課題にも目を向け

た調査分析、情報提供を行っています。これからもアイデムは、人と企業をつなぐ人材サービスを展開していきます。 

〒160-0022 東京都新宿区新宿 1-4-10 電話/03-5269-8711（代） https://www.aidem.co.jp 

調査では、人件費に関しては「増やす」企業が多い結果となりました。最低賃金付近の賃金で雇用している企業で

あれば賃金を上げざるを得ない状況で、今まで最低賃金よりも一段高い時給帯で雇用していた企業でも、賃金相場

の底上げがなされるため賃金アップを検討している場合もあります。 

また、「新規採用の増加」も高くなっています。これは、「正社員の中途採用」「新卒採用」「非正規採用」いずれかを

回答した企業の割合で、単体ではそれぞれ 25.8％、10.0％、21.0％となっています。最低賃金引き上げによる賃金ア

ップに乗じて採用競争力の向上を図りたいという意図はもちろん、2022年は社会保険の適用拡大も迫っているた

め、非正規採用ではなく、正社員に置き換えていくなど人材ポートフォリオの変化もあるのかもしれません。 

「新 規 採 用 の抑 制 」は以 下 の 3 項目 のいずれかを選 択 した企 業 の割 合  

「中 途 採 用（正規雇用）の抑制 」26 .8％   「非 正 規 採用 の抑制 」22 .0％  「新 卒 採 用 の抑 制 」19 .5％  

http://www.aidem.co.jp/

